
福島県私立高等学校専攻科支援金交付要綱 

 

制  定  令和 ２年 ８月１８日 

 

 

 

 （通則） 

第１条 県は、私立の高等学校が設置する専攻科（以下「専攻科」という。）における

生徒の就学を支援するため、高等学校等を設置する私立学校法（昭和２４年法律第

２７０号）第３条の学校法人（以下「学校法人」という。）に対し、福島県補助金

等の交付等に関する規則（昭和４５年福島県規則第１０７号。以下「規則」という。）

及びこの要綱の定めるところにより予算の範囲内で補助金を交付する。 

 

 （目的） 

第２条 県は、専攻科に在学する生徒がその授業料に充てるために専攻科支援金を受

けることにより、私立高等学校における教育に係る経済的負担の軽減を図り、もっ

て教育の機会均等に寄与することを目的とする。  

 

 （学校設置者への委任） 

第３条 生徒は、専攻科支援金の受領及び受領に必要な事務手続きについては、私立

高等学校の設置者（以下「学校設置者」という。）に委任するものとする。  

 

 （交付対象） 

第４条 専攻科支援金の交付対象は、次の各号の全てに該当する生徒等のうち、知事

による受給資格の認定を受けた者（以下「専攻科支援金受給資格認定者」という。）

に代わって専攻科支援金を受領する学校設置者とする。 

 一 日本国内に住所を有する者 

 二 就学に要する経費を負担すべき者（以下「保護者等」という。）の経済的負担を

軽減する必要があると認められる者（別途、知事が定めるものとする。） 

 

 （受給資格の認定等） 

第５条 第４条の受給資格の認定その他必要な事項については、別途、知事が定める

ものとする。 

 

 （交付の申請） 

第６条 規則第４条第１項の申請書は、福島県私立高等学校専攻科支援金交付申請書

（様式第１号）及び福島県私立高等学校専攻科支援金交付申請額内訳（様式第２号）

によるものとし、専攻科支援金の交付を受けようとする学校設置者は、当該申請書

を知事が別に定める提出期限までに提出するものとする。 

 

 



 （交付の決定及び通知） 

第７条 知事は、前条の規定による交付申請書の提出があったときは、当該申請に係

る書類等により当該申請の内容を審査し、専攻科支援金を交付すべきものと認めた

ときは、専攻科支援金の交付を決定するものとする。 

２ 知事は、専攻科支援金の交付を決定したときは、その内容及びこれに付した条件

を学校設置者に通知するものとする。 

 

 （交付の条件） 

第８条 専攻科支援金の交付決定に付する条件は、次に掲げるものとする。  

 一 受領した専攻科支援金をその有する当該受給資格認定者の授業料に係る債権の

弁済に充てるものとする。 

 二 設置する私立学校等の授業料の額を変更したときは、学校教育法上の所轄庁へ

の届出とは別に授業料の額を証明する書類（学則その他）の写しを速やかに知事

に提出しなければならない。 

 

 （変更の承認） 

第９条 学校設置者は、規則第６条第１項第１号の規定により、知事の承認を受けよ

うとする場合は、あらかじめ福島県私立高等学校専攻科支援金変更交付申請書（様

式第３号）及び福島県私立高等学校専攻科支援金変更交付申請額内訳（様式第４号）

を知事に提出し、その承認を得なければならない。 

ただし、各学校設置者の専攻科支援金額の総額（複数の学校を設置する学校設置

者にあっては、各学校の合計額）において、２０％以内の減額の変更をする場合は、

規則第６条第１項第１号に規定する別に定める軽微な変更とし、変更承認申請を省

略できるものとする。 

２ 知事は、前項の変更交付申請書の提出があった場合は、速やかに当該申請を審査

し、変更の承認又は不承認の決定をするものとする。  

３ 知事は、前項の規定に基づく承認をする場合において、必要に応じて、内容を変

更し、条件を付すことができるものとする。 

４ 知事は、専攻科支援金の変更の承認又は不承認の決定をしたときは、その内容及

び付した条件を学校設置者に通知するものとする。  

 

 （支給の中止又は廃止） 

第１０条 学校設置者は、規則第６条第１項第２号の規定により、知事の承認を受け

ようとする場合は、福島県私立高等学校専攻科支援金中止（廃止）承認申請書（様

式第５号）を知事に提出しなければならない。 

 

 （申請を取り下げることができる期日） 

第１１条 規則第８条第１項に規定する別に定める期日は、交付の決定の通知を受領

した日から起算して１０日を経過した日とする。  

 

 



 （実績報告） 

第１２条 規則第１３条の規定による実績報告は、福島県私立高等学校専攻科支援金

実績報告書（様式第６号）及び福島県私立高等学校専攻科支援金実績報告額内訳（様

式第７号）により行うものとし、学校設置者は、事業完了の日（事業廃止について

知事の承認を受けた場合においては、承認を受けた日）から起算して１０日を経過

した日、又は交付決定のあった日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日まで

に実績報告を行わなければならない。 

 

 （額の確定） 

第１３条 知事は、前条の実績報告書の提出を受けたときは、当該報告書等の書類の

審査等により、その報告内容が専攻科支援金の交付の決定の内容及びこれに付した

条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべ

き専攻科支援金の額を確定するものとする。 

 

 （概算払） 

第１４条 知事は、学校設置者からの支払請求に基づき、概算払の方法により専攻科

支援金を交付することができる。 

２ 前項に係る支払請求書は、福島県私立高等学校等専攻科支援金概算払請求書（様

式第８号）によるものとし、その提出期限は知事が別に定める日とする。  

 

 （返還） 

第１５条 知事は、第１３条の規定による専攻科支援金の額の確定をした場合におい

て、すでにその額を超える専攻科支援金が交付されているときは、期限を定めて返

還を命ずるものとする。 

２ 前項の金額の返還期限は、当該命令のなされた日から２０日以内の知事が定める

日とする。 

３ 前項に規定する期限内に納付がない場合には、未納に係る金額に対して、その未

納に係る期間に応じて年利１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を徴する

ものとする。 

４ 知事は前項の場合において、やむを得ない理由があると認めるときは、当該延滞

金の全部又は一部を免除することができる。 

 

 （交付決定の取消等） 

第１６条 知事は、次に掲げる事由に該当すると認める場合には、第７条に基づく交

付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。  

 一 学校設置者が、法令、本要綱、専攻科支援金の交付の決定の内容、これに付し

た条件又は法令若しくは本要綱に基づく知事の処分若しくは指示に違反した場合  

 二 学校設置者が、専攻科支援金をその目的以外の用途に使用した場合 

 三 学校設置者が、専攻科支援金に関して不正、怠慢、虚偽その他の不適当な行為

を行った場合 

 四 交付の決定後生じた事情の変更等により、専攻科支援金の全部又は一部が必要



ではなくなった場合 

２ 知事は、前項の取消又は変更を行った場合には、交付した専攻科支援金のうち当

該取消又は変更に係る部分の全部又は一部に相当する金額の返還を命ずるものとす

る。 

３ 知事は、第１項第１号から第３号までの事由に該当することを理由として交付決

定を取り消し又は変更し、前項の規定による専攻科支援金の返還を命ずる場合には、

学校設置者に対し、当該命令に係る専攻科支援金を学校設置者が受領した日から、

当該命令により返還すべき専攻科支援金を学校設置者が納付するまでの期間に応じ

て、年利１０．９５パーセントの割合で計算した加算金の納付を併せて命ずるもの

とする。 

４ 第２項の規定に基づく専攻科支援金の返還及び前項の規定に基づく加算金の納付

については、前条第２項から第４項の規定を準用する。 

５ 第１項から第４項までの規定は、専攻科支援金の額の確定があった後においても

適用するものとする。 

６ 知事は、専攻科支援金の交付の決定を取り消し又は変更したときは、速やかにそ

の旨を学校設置者に通知するものとする。 

 

 （状況報告等） 

第１８条 知事は、専攻科支援金の交付に関して必要があると認める場合には、学校

設置者に対し、報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは提示を命じ、又はそ

の職員に調査をさせることができる。 

 

 （会計帳簿等の整備等） 

第１９条 専攻科支援金を受領した学校設置者は、その収支状況を記載した会計帳簿

その他の書類を整備し、事業の完了した日の属する会計年度の翌年度から起算して

５年間保存しておかなければならない。 

 

 （個人情報） 

第２０条 学校設置者は、専攻科支援金の交付に関する事務により知り得た個人情報

の保護の重要性を認識し、個人情報の取扱に当たっては、個人の権利利益を侵害す

ることのないよう必要な措置を講ずるとともに、個人情報の保護に関する県の施策

に協力しなければならない。 

 

 （その他） 

第２１条 この要綱に定めるもののほか、専攻科支援金の交付に関し必要な事項は、

別途、知事が定めるところによる。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和 ２年 ８月１８日から施行し、令和２年度の補助金等か

ら適用する。 

 


